
平 成 29 年 度  長 野 県 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 

一般会計及び後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

(1) 平成 29 年度 一般会計歳入歳出に係る決算書及び決算附属書類 

(2) 平成 29 年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出に係る決算書及び決算附属書類 

(3) 平成 29 年度 財産に関する調書 

 ２ 審査の実施日等 

   (1) 実施日 平成 30 年８月 31 日（金） 

  (2) 場 所 NOSAI 長野会館２階会議室 

３ 審査の手続 

   本審査に当たっては、主として決算計数の過誤の有無及び収支の適法性に注意し、決

算資料、関係諸帳簿及び証書類の照合並びに関係者からの決算に係る説明の聴取により

実施した。 

 

第２ 歳入歳出決算の状況について 

 １ 一般会計 

   歳入総額は８億 973 万 8,478 円、歳出総額は７億 4,143 万 3,320 円であり、実質収支

額は 6,830 万 5,158 円である。 

主な歳入は、分担金及び負担金で構成比にして92.46％、全額が市町村事務費負担金で

ある。次いで、繰越金は構成比7.16％、前年度からの繰越金である。 

主な歳出は、民生費で構成比62.15％、特別会計への事務費繰出金である。次いで、総

務費は構成比37.77％、県・市町村からの派遣職員に係る給与費等負担金である。 

平成20年度以降、補正予算において、前年度の実質的な剰余金を現年度の市町村事務

費負担金から減額することにより精算が行われており、平成29年度においても、前年度

の実質的な剰余金から、平成29年度補正予算で所要額を計上した歳出予算の財源を差し

引いた残額の4,294万9,505円を、市町村事務費負担金から減額することにより精算が行

われている。 

２ 特別会計 

   歳入総額は 2,809億 8,698万 2,416 円、歳出総額は2,679億 4,813万 2,397円であり、

実質収支額は 130 億 3,885 万 19 円である。 

主な歳入は、支払基金交付金で構成比にして 38.16％、現役世代からの支援金である。

次いで国庫支出金は構成比 32.75％、国からの療養給付費負担金や調整交付金等である。

次いで市町村支出金は構成比 16.38％、市町村からの保険料や療養給付費負担金である。 

主な歳出は、保険給付費で構成比にして 97.84％、療養給付費や高額療養費等である。

次いで諸支出金は構成比 1.65％、前年度の国庫支出金に係る償還金等である。 



第３ 審査の結果及び意見 

１ 結果 

審査に付された平成29年度の一般会計歳入歳出決算書、一般会計歳入歳出事項別明細

書、一般会計実質収支に関する調書、特別会計歳入歳出決算書、特別会計歳入歳出事項

別明細書、特別会計実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、関係法令に準拠し

て作成されており、その計数は、関係諸帳簿及び証書類と照合した結果、正確なものと

認められた。 

 

２ 意見 

保険給付費が増加傾向にある中、医療費適正化が課題になっている。この課題に対し、

差額通知書の発送による、後発医薬品の利用促進事業や、市町村との連携による、低栄

養・重症化予防等訪問指導モデル事業等が行われ、成果が発揮されるなど、事業の有効

性が認められた。 

また、医療給付、資格管理及び保険料等に関する事務については、市町村との連携と

役割分担のもと、適正かつ効率的に遂行がされ、会計経理についても、決算計数に誤り

なく、予算、法令等に従い、効率的かつ効果的に執行されていると認められた。 

今後の事業展開については、第２期保健事業実施計画を基に、被保険者の生活の質の

維持・向上により健康寿命の延伸が図られ、結果として医療費全体の適正化に資するよ

う、取組強化をお願いしたい。 

結びに、所期の目的達成のため、事務事業が健全な財政運営のもと遂行されるよう、

引き続き適正な予算執行に努められたい。 


